
第３－１－11図　労働力人口と失業率の関係 　　　　第３－１－13図　　完全失業率の変化の寄与度分解（その３）

第３章  地域経済の“実力”ー人口動態の切り口から見た地域経済
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第１節 雇用の推移と人口流出入

（労働市場と人口変化）
○ 失業率は、失業者数の労働力人口に対する比率で定義される。その動きは、財・サービスの生産活動の派生需要としての労働需要（就業者数）と、人口

や人々の労働意欲により規定される労働供給（労働力人口）の関係により決まる。

各地域の失業率は、労働力人口の減少によって低位に抑えられている面が大きい。仮に労働力人口が減少せずに2000年時点の水準に止まっていた場
合、失業率は2010年で３％ポイント程度上昇すると試算される。特に、地方部では大きく上昇することとなる。
また、2000年以降、人口減少及び高齢化の影響がなかった場合でも、失業率は2010年で４％ポイント弱上昇すると試算される。
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（備考）１．内閣府「県民経済計算」より作成。2007年度データ。 （備考）１．経済産業省「工業統計調査」より作成。

　　　　２．構成比は、産業全体に対する各産業の割合（政府サービス等は除く）。 　　　　２．96年から2007年の就業者数の変化率を示す。横軸は、96年時の就業者数の構成比。

　　　　３．特化係数は、産業構造がどの分野に偏っているかを表す。

　　　　　　北陸・四国地域の各産業の構成比を、全国の構成比で除して算出。

第３－２－４図　北陸・四国地域の産業構造の特徴（特化係数） 第３－２－６図　北陸・四国地域の就業者数の変化

北陸 四国 北陸 四国

（産業構造の変化と域内雇用の確保）
○ 地域の成長を持続させ雇用を確保するためには、どのような産業構造を持ち、そしてどの業種が成長を牽引し、雇用の受け皿となるかが重要となる。
北陸地域と四国地域の製造業を例にとって分析すると、四国地域では基礎素材型産業（化学等）中心の産業構造を
維持し続ける一方、北陸地域では、これまで生活関連型産業（繊維等）中心から加工組立型産業（機械等）中心へと産業構造を転換させて
きた結果、生活関連型、基礎素材型、加工組立型産業のそれぞれにバランスよく、ウェイトの高い業種を持っている。

○ 北陸地域の製造業では、機械産業等が地域の成長を牽引したが、そうした加工組立型産業は労働生産性を引き上げつつも生産を増加させた
ため、雇用を拡大させた。他方、四国の成長を支えた基礎素材型産業では、雇用を縮小させた。

第２節 生産の推移と産業転換構造①

９



（備考）ＲＣＡ（Revealed Comparative Advantage）＝ （備考）１．四国経済産業局「四国地域産業連関表」（2005年）より作成。

　　　　２．各地域の左側の列は、上位５品目を示す。右側は各品目の特化係数。

　　３．特化係数＝

第３－２－11表　北陸・四国地域の移出産業の比較優位 第３－２－13表　四国地域からの移輸出の特徴（特化係数）

（地域産業の移輸出力）
○ 地域経済で、競争力を備え移輸出力がある産業（基盤産業）を擁していることは重要である。
北陸・四国地域の移出産業の比較優位を分析すると、北陸地域では、生活関連型（繊維）、基礎素材型（非鉄金属、金属製品、化学等）、
加工組立型（電子部品、一般機械等）でバランスよく比較優位のある業種があるのに対し、
四国地域では基礎素材型産業のみに比較優位性がみられる。

○ 地域の産業構造は、地域自身で自由に選択できるとは限らず、企業側がどこに立地するのが有利と考えるかに大きく依存している。
そうした工業立地論を踏まえながら、例えば四国地域の移出先をみると、近接する中国、九州向けには石油石炭製品等基礎素材型産業の品目、
近畿向けには飲食料品の移出が多く、これらの産業は企業の観点からすれば消費者立地に依存した産業といえる。

北陸
移出計

（百万円）
構成比
（％）

ＲＣＡ

飲食料品 157,472 4.1 0.4
繊維製品 313,234 8.2 4.0
パルプ・紙・木製品 239,502 6.2 1.3
化学製品 541,878 14.1 1.6
石油・石炭製品 42,677 1.1 0.4
窯業・土石製品 63,155 1.6 0.8
鉄鋼 51,032 1.3 0.3
非鉄金属 452,584 11.8 3.0
金属製品 434,239 11.3 2.3
一般機械 556,429 14.5 1.2
電気機械 119,605 3.1 0.4
情報・通信機器 45,702 1.2 0.3
電子部品 360,319 9.4 1.7
輸送機械 64,123 1.7 0.1
精密機械 11,658 0.3 0.3
その他の製造工業製品 382,224 10.0 1.1
製造業計 3,835,832 100.0 1.0

四国
移出計

（百万円）
構成比
（％）

ＲＣＡ

飲食料品 524,565 11.5 1.0
繊維製品 137,379 3.0 1.4
パルプ・紙・木製品 793,899 17.4 3.6
化学製品 596,647 13.1 1.2
石油・石炭製品 628,420 13.8 2.7
窯業・土石製品 90,927 2.0 0.9
鉄鋼 110,702 2.4 0.4
非鉄金属 353,938 7.8 2.7
金属製品 192,435 4.2 1.0
一般機械 369,776 8.1 0.7
電気機械 157,797 3.5 0.6
情報・通信機器 12,464 0.3 0.1
電子部品 243,962 5.3 0.9
輸送機械 103,354 2.3 0.2
精密機械 18,364 0.4 0.4
その他の製造工業製品 231,992 5.1 0.6
製造業計 4,566,621 100.0 1.0
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当該地域の当該製品の移出額／当該地域の全工業製品の移出額

全国の当該製品の移出額／全国の全工業製品の移出額

当該地域への当該製品の移輸出額／当該地域への全工業製品の移輸出額

全地域の当該製品の移輸出額／全地域の全工業製品の移輸出額
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（備考）第3-2-17図は８年→13年→17年→21年の動きを示す。ただし、情報処理技術者は13年から。

　　　　横軸は、職種毎の求人数/全体の求人数。縦軸は、職種毎の求職者数/全体の求職者数を表す。

第３－２－15図　高齢化と介護サービス需要の関係 第３－２－17図　職種別の雇用需給動向
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（地域消費型産業の行方）
○ 地域消費型産業の内容は、人口構成の変化等経済社会環境の変化に伴って、需要される財・サービスが変化する。
例えば、高齢化の進行に伴い、介護サービス需要の増加が予想されるが、老年人口比率が高い地域ほど、介護サービス利用率が高い傾向がみられる。
なお、老年人口の伸びが高い都市部ほど、介護サービス利用者数の増加率が大きく、都市部での介護サービスの供給力の拡充が急務となっている。

（地域の産業と雇用の量と質）
○ 地域の雇用を確保するためには、単に就業先の量のみが問題なのではなく、それが地域の労働者が希望する業種・職種等のニーズにマッチしているか
も重要である。事務関連や技能・建設労務関連では求人ニーズが相対的に弱まる傾向にあるのに対し、専門職・技術関連やサービス関連では人手
不足感が高まっている。特に社会福祉サービス、家事サービス従事者のニーズが大幅に高まっている。
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第３－３－４図　家計消費支出の寄与度分解第３－３－３図　家計消費支出と人口の伸び率の相関

（消費と人口実態）
○ 人口及び人口構成の変化は消費の動向に大きく影響する。
○ 過去のデータをみても、人口の変化と家計消費支出額の伸びには相関関係がみられる。
○ 家計消費支出額の変化を人口、一人当たり所得、消費性向に寄与度分解すると、人口要因は人口増加ペースの緩和を反映して消費押上げ効果が
徐々に剥落し、足元の2008年度以降はマイナス寄与に転換した。
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第３－３－６図　年齢層別消費支出額・消費性向と人口構成

第３－４－１図　潜在ＧＤＰ成長率の要因分解

（経済成長と労働投入）
○ 人口減少や高齢化は、経済に多大に影響している。しかし、過去の我が国の
経験に照らし合わせても、労働供給よりも資本やＴＦＰ（全要素生産性）が
潜在成長率に果たした役割のほうが大きい。

○ 人口減少や高齢化の影響は、労働供給減少による供給力不足によると
いうのではなく、むしろ需要不足とそれに伴う雇用需要・所得の低迷として
現出している。今後、労働供給の減少が制約となって経済成長が抑制される
懸念がある一方、個人消費需要の低迷等による慢性的な需要不足により経済
が縮小するといった懸念にも、留意する必要がある。

○ 地域の所得や雇用を確保するためには、地域消費型産業とのバランスを
考慮しながら、今後有望な需要を持つ移輸出産業が重要になる。特に、①輸
出を通じて海外の旺盛な経済活力を取り込むこと、②イノベーションと需要の
好循環を引き起こし、潜在需要を顕在化させることが必要であり、そのために
も、各地域が地域の現状や特性を踏まえた成長のための戦略を持つことが重
要である。
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（高齢化と消費）
○ 高齢者の消費性向は高いが、所得の低下を背景に、その消費支出額は
相対的に低い水準になっている。人口構成の変化が進んで高齢者の
割合が増加することは、消費額を減少させる方向に働く。

第３節 消費の推移と高齢化② 第４節 経済活性化に向けて
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第４－１－11図　総人口及び老年人口の推移

第４－１－１図　地域別人口増減数の推移

補論　首都圏人口の変化の推移と“街の高齢化”

第４－１－３図　人口集中の推移

（首都圏人口の動向と人口集中、老年人口の増加）
○ 戦後高度成長期にかけて、地方部から首都圏に対して人口が大幅に流入超過（社会増）となり、‘向都離村’の動きがみられる。

70年代に入って人口流入圧力は低下した。人口の自然増（出生数－死亡数）も、70年代以降一貫して減少した。東北地域を始め地方部では、
一貫して人口が流出超過となるのに加え、自然減に転じて人口全体もマイナスの伸びとなっている。

○ この結果、首都圏への人口の集中が顕著になり、東京都の人口密度は北海道の95倍となった。
○ 首都圏では、老年人口比率は地方部よりまだ低いものの、老年人口自体は急速に増加した。未婚化・晩婚化の影響を受けて少子化も進行した。
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第４－２－１図　首都圏内の人口の推移 第４－２－５図　某ニュータウンの人口ピラミッド（2000年及び2010年）

（“街の高齢化”）
○ 人口を巡る様相は首都圏内の全域で一様でなく、地域によって人口及び人口構成が異なり、また大きく変化している。
○ 地方から首都圏に大量に流入した人口は、郊外に開発された住宅地に住宅を求めて多くの者が定住する、「郊外化」の動きがみられる。

その後90年代後半からは、都心部の不動産価格が低下したことや、かつて郊外に移り住んだ年代の者の子ども世代が離家して
転出したこと等を背景に、郊外から都心部へ再び転出が超過（「都市回帰」）した。
この結果、首都圏の郊外地域では、かつて転入してきた世代が高齢期に入る一方、若年層や子どもが減少し、街全体が“高齢化”した。

○ “街の高齢化”が進むことで、
・地域の経済への影響（消費の減少や商店街の衰退、「買い物弱者」の発生、地方税収の減少、高齢化のための財政支出の増加など）
・地域社会への影響（地域コミュニティの維持の困難化、地域インフラの老朽化、空家の増加、犯罪等の発生など）
・街の姿・あり方への影響（街づくりの見直し・行政サービスの見直しの必要、交通インフラの維持の困難化など）

などが懸念される。このため、地域経済、財政、人口、都市計画、医療福祉、社会、NPO・ソーシャルビジネス等様々な学問的・政策論的観点から
連携して問題を立体的に構成し、分析・検証する必要がある。
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